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＊	 本稿は，平成20‐21（西暦2008-2009）年度法政大学長期在外研究での研究成果の一部である。その間，
病をおしてご指導下さったものの残念ながら逝去された「米国の地方財政および教育政策研究の国家的権
威」といわれたワーナー・ハーシュ（Werner	Z.	Hirsch）UCLA名誉教授，そして在外研究中そして帰国
後もご指導いただいている法人税転嫁論や費用便益分析をはじめとする財政学の分野にとどまらず，幅広
い経済学の研究で世界的にも有名で，在外研究中も2009年度ブラッドリー賞（2009	Bradley	Prizes）を受
賞されたアーノルド・ハーバーガー（Arnold	C.	Harberger）UCLA特別待遇教授・シカゴ大学名誉教授，
また共に研究しようと勇気づけてくださっている米国行財政論研究で知られるリチャード・カラハン
（Richard	F.	Callahan）USC教授，グウィン・ローレンス（Gwynn	Lewis	Lawrence）UCLA教育学博士，
そして嘉数啓琉球大学元副学長（現・名桜大学理事長）に深甚なる感謝の意を申し述べたい。
また本稿は，日本財政学会第67回大会で報告され，関連した報告を日本地方自治研究学会第27回大会
等でさせていただいた。その際，星野泉明治大学教授，そして塙武郎八洲学園大学准教授には快く討論者
をお引き受けいただき，貴重なコメントを賜った。また難波利光下関市立大学准教授からも有益なコメン
トを賜った。各位に心から御礼申し上げたい。
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はじめに
アメリカ合衆国は移民国家であり，「人種の坩堝」といわれるように多民族から構成される国家
である1。今回の在外研究では，単に大学で研究するばかりではなく，ロサンゼルス統一学校区
（LAUSD：Los	Angeles	Unified	School	District）の学校現場にもかなりの期間に亘り赴き，児童と
終日，授業，学校行事そして放課後教育等をともに過ごすことを許され2，米国教育の一端ではあ
ろうが通常では経験できないことを数多く見聞することができた。毎朝，クラス担任が校庭に児童
を迎えに来てから，児童は各教室に入り，まず星条旗を前にして，「米国国旗（星条旗）が象徴し
ている一つの国家（One	Nation）に忠誠を誓う」という内容の誓いから一日が始まる3。「忠誠の誓
い」とは程遠い朝の挨拶からのどかに始まる，ほぼ単一民族から構成されるわが国のような国家で
はおよそ考えられないようなことに，かなり遭遇する。
こうした違いは，教育財政の面でもみられる。今回の在外研究は，州財政の悪化に伴い，シュワ
ルツネッガー知事による教育費の大胆な削減により幕を開けたともいってよい。そこで本稿では，
このような体験を踏まえながら，まず米国の教育財政の枠組みを概観した後，カリフォルニア州財
政の悪化原因についてみる。続いて，米国の教育財政制度をみた後，教育政策も主要政策の一つに
掲げているシュワルツネッガー知事がなぜ教育費の削減に踏み切らざるを得なかったかを明らかに
するために，カリフォルニア州の教育財政が，伝統的な財産税に依拠するというよりも，州財政に
依拠する財政構造になった経緯を歴史的に概観する。これは結果的に公平を求めた学校制度改革の
一環となったセラノ判決や有名な提案13号が関係している。しかし，教育は次世代育成のための
要であり，財源難を理由に放置することは許されない。そこで本稿ではセラノ判決や提案13号後，
カリフォルニア州でその財政悪化の現実に対していかにして教育財源を確保してきたかを明らかに
していく。具体的にはまず提案13号で規定されたものの，わが国ではあまり知られていない区画
税（Parcel	tax）について考察する。同税は1983年以降カリフォルニア州のみで課税されている特
別税であり，これによってセラノ判決や提案13号により結果された教育財源の制限を打開してい
る地域もみられる。しかし，区画税は地域間格差を生むことになる。また，教育財源の確保をはか
1	 宮島喬教授は講義最終年度あたる平成22年度に，専門科目の講義で米国などの実例を挙げられながら，
エスニシティ（民族性）の社会学を講義されていた。
2	 許可して下さったエリザベス・アブラモビッツ（Elizabeth	J.	Abramowitz）校長（フェアバーン・アベ
ニュー小学校；Fairburn	Avenue	Elementary	School）をはじめとする方々に御礼申し上げたい。
3	 この朝の式典「国旗の儀式（Flag	Ceremony）」は米国民の間では	”The	Pledge	of	Allegiance（忠誠の誓
い）”といわれている。元来，1892年にバプテスト聖職者のフランシス・ベラミー（Francis	Bellamy）に
よって書かれ，現在に至るまで４回ほど修正されているという（Gwynn	Lewis	Lawrenceのメモによる）。
全文は，”I	pledge	allegiance	to	the	flag	of	the	United	States	of	America,	and	to	the	republic	for	which	it	
stands,	one	nation	under	God,	indivisible,	with	liberty	and	justice	for	all.（私は，アメリカ合衆国の国旗と，
その国旗が表している共和国，すなわち全ての人に自由と正義がある，不可分な，神のもと一つの国家と
に，忠誠を誓います。）”というもので，右手を胸に当て教諭・児童全員で斉唱する。
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る策として1998年に提案98号が認められたものの，それは必ずしも安定的な財源確保策とはいい
難く，教育財源を州財政に依拠しなければならない財政構造にはほとんど変化がみられないとみて
よい。このようにカリフォルニア州の教育財政は閉塞的状況に追いやられたままになっているので
ある。そして最後に加えて，望ましいと思われる一定程度の教育を実現すべく，ある程度の地域間
公平を保ちながら，その教育財源を確保する難問についても若干論じたい。
Ⅰ．州財政危機の発生原因
１．教育財政の法的枠組み
アメリカ合衆国での教育は，法的には，州の責任によるのが基本とされている。これは，合衆国
憲法の規定に由来している4。連邦政府による教育政策への介入もみられるが，日本やドイツ，イ
ギリスのような国家的教育制度が発達しなかったとされる。つまり合衆国憲法は，連邦法や州憲法
に抵触しない限り，州の権限をまず認めるとしているのである。しかしながら，実質的には，ほと
んどの州で教育の権限の多くは地方教育委員会（board	of	education）に委任されている。これは
たぶんに米国の歴史の中で形成されてきたものであり，その具体的な教育行財政の運営主体や方法
もわが国のように画一的なものではなく，それぞれの場所により異なっているとされる由縁である。
公立学校のそれについて大まかにみると，二つに分けられる。一つは，わが国に似て，郡や市の一
機関として設置された教育委員会が運営するものもある。いま一つは，学校区（school	district）5と
いう地方政府内に設置された教育委員会により運営されるもので，多くの地域はこの学校区によっ
ているといえる6。
カリフォルニア州の公立学校教育7をみると，大半が地方政府の一つである学校区により運営さ
れている。具体的には，①同一の地理的区域内の小学校から高等学校のすべて（K‐12：幼稚園
4	 合衆国憲法では，州が連邦政府に委任しないかもしくは州あるいは連邦憲法の規定で明示的に禁止され
ていない権限が州に留保されているとしている。そして教育についてこれが該当し，教育は基本的に州の
責任とされている。
5	 教育学者の多くは，”school	district”を「学区」と訳しているようである。けれども，現地米国の日系
人社会や財政学の先行研究などでは「学校区」と訳していることが多い。そこで本稿では「学校区」とい
う訳を用いていくこととする。
6	 ハワイとコロンビア特別区を除く全州は，教育権限の多くを地方教育委員会に委任しているとされる。
ハワイは州全体で一つの教育システムを持っており，コロンビア自治区の教育は連邦政府が担うこととな
っている。また，学校区は全米で13,506，一般政府型は約1,500存在しており，学校区はたった数名の児
童生徒によって構成されるところもあれば，数十万人の児童生徒を抱えているところもあるとされる。概
観ではあるが，メリーランド州では郡政府により，バージニア州では郡，市，町によって設置・運営され
ている。地方教育委員会は，州憲法の規定や州教育局の政策や規制の下で，担当学校区等の運営にあたっ
ている。
294
[kindergarten]から12年生）が含まれる統一学校区（unified	school	district）が330あり，②一高等
学校区内に複数の小学校（K‐6もしくはK‐8）がある場合，その小学校の区域ごとに設置される
小学校区（elementary	school	district）が560あり，③同一地理的区域に一以上の高等学校（9-12）
がある場合，それらを管轄する高等学校区が87存在している（2007-08年度現在）。その他，2004-
05年度から学校区として区分されるようになったとされる郡教育局によるものが58，カリフォル
ニア青年団体区によるものが６，州特別学校が６，州教育委員会チャータースクールが８ある。
２．カリフォルニア州の財政危機
（1）州財政と教育費
アメリカ合衆国では低所得者層向け住宅ローンであるサブプライム・ローンの焦げつき等で景気
にかなり暗雲が漂っていたところに2008年のリーマン・ショックが加わり景気低迷にますます拍
車がかかった。そして現在，多くの州が財政危機に直面している。カリフォルニア州も例外ではな
く，むしろかなり危機的な事態に追い込まれている。そして，このような州財政危機がかなりの衝
撃を伴って，わが国では想像もできないような形で，教育財政に影響を及ぼしてきているのである。
カリフォルニア州のシュワルツネッガー知事も，教育を最優先政策の一つに掲げているものの，教
育現場に押し寄せてきている大津波を回避できないでいる。
カリフォルニア州の予算は，州政府プログラムを賄うための主たる資金であり収入が特定の使途
に指定されていない「一般基金（general	fund）」と，州政府の特定活動のために法律により租税等
の使途を指定しているその他いくつかの「特定基金（special	funds）」に分類できる8。教育費は主
として一般基金に計上されている。第1.1表は，カリフォルニア州の一般基金の部局別歳出をみた
ものであるが，歳出項目中の「Ｋ‐12教育」が小学校，中学校，高等学校の教育費にあたり，一
般基金予算の歳出総額の40%前後を占め安定的に推移しているようにもみえる。そして2008-09年
度は，シュワルツネッガー知事が初等・中等教育費の切込みを余儀なくされていく年度であったが，
7	 カリフォルニア州の公立学校は西暦2007‐08年度現在，（1）児童・生徒数6,275,469名（2）教員数95,222
名（3）学校数9,846校（4）教育委員会数1,050である。また，（5）学校・学年構成①小学校（elementary	
school）K‐5もしくはK‐6②中等学校(middle	school)	6‐8③中学校（junior	high	school）7‐9④高等学校
（high	school）9‐12となっている。
8	 言語の異なる国の制度上の専門用語を訳すのにはやや慎重にならざるを得ない。“general	fund”につい
ては「一般資金」，「一般基金」，「一般ファンド」あるいは「一般会計」といった訳が先行研究ではあてら
れている。内容的にはわが国でいう一般会計を指すとみてよいが，米語の語感を伝えるには前三者を用い
ることになろう。「基金」といった場合，日本語では「一定の目的のために積み立てまたは準備しておく
資金」（『広辞苑』）と表現でき，語感的にストック（stock）の響きが強いといえる。そのため“general	
fund”を「一般基金」とするのは必ずしも適訳とはいえないかもしれないが，本稿ではひとまず，先行研
究で比較的用いられている「一般基金」としておく。またカリフォルニア州の財政や予算に関する用語の
意味については，カリフォルニア州予算案付属資料の会計・予算用語集に定義されている。特定基金は州
法第13306条により設置されるとしている。
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第１. １図　Ｋ -12 教育費等の対前年度伸び率の推移（一般基金予算案）
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［出所］カリフォルニア州財政部（Department	of	Finance）資料から作成。
歳出総額に占めるK‐12教育費の構成比からは0.2%微減していることが読み取れる。第1.1図から
も明らかなように，2005-06年度にK‐12教育費が22.90ポイントも伸び歳出総額も15.96ポイント伸
びたものが，その後伸び率がどんどん低下し，2008-09年度までに，不況にあえいでいた2000年代
前半の伸び率に低下してきた。そして2009-10年度には歳出総額が18.20ポイントも低下しK-12教育
費も15.72ポイント低下と，西暦2000年代で最大の低下を示している。ここからも，2008-09年度か
ら2009-10年度にかけて，州財政の悪化が教育財政の悪化を直撃し，教育現場に大津波が押し寄せ
たことがわかるのである。また第1.2表は，カリフォルニア州の一般基金予算の歳入の状況を示し
ている。これによると個人所得税が租税収入および財政移転等歳入総額のほぼ50%前後を，また売
上税がほぼ30%前後を占めていることが知られ，その歳入の実に８割が個人所得税と売上税の両税
で占められていることがわかる。
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第１．１表　カリフォルニア州の 一般基金予算の部局別歳出の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
法制，司法，行政 2,670 2,685 2,486 2,549 3,057 3,417 3,792 3,816 1,884 3,149
州および消費者サービス 600 715 480 471 562 576 577 563 569 598
事業，運輸および住宅 2,577 645 211 516 1,702 3,029 1,567 1,628 2,585 905
技術，取引，商業 149 75 46 6 － － － － － －
資源 2,496 1,545 1,243 986 1,356 1,826 1,674 1,832 1,842 2,108
環境保全 492 437 174 91 79 88 90 81 73 77
健康および人的サービス 20,126 22,093 23,150 22,969 27,115 29,304 29,719 31,121 24,953 26,346
矯正および更正 5,179 5,544 5,833 5,424 7,422 8,751 9,836 10,342 8,210 8,931
Ｋ－12教育 29,950 29,939 29,469 29,767 36,583 40,510 41,341 41,579 35,042 36,079
高等教育 9,341 9,778 9,543 8,795 10,217 11,368 11,980 12,113 10,547 11,490
勤労および総労働力開発 － － 177 112 88 99 103 98 64 58
一般政府 6,507 327 5,330 5,948 1,845 2,293 1,579 228
部局外部門 535 586
租税軽減／地方政府 3,080 463 534
州際支出 －2,184 －4,309
合計 80,087 76,863 78,142 77,634 90,026 101,261 102,258 103,401 84,583 86,552
構　　成　 　比　　（％）
法制，司法，行政 3.3 3.5 3.2 3.3 3.4 3.4 3.7 3.7 2.2 3.6
州および消費者サービス 0.7 0.9 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.7 0.7
事業，運輸および住宅 3.2 0.8 0.3 0.7 1.9 3.0 1.5 1.6 3.1 1.0
技術，取引，商業 0.2 0.1 0.1 0.0 － － － － － －
資源 3.1 2.0 1.6 1.3 1.5 1.8 1.6 1.8 2.2 2.4
環境保全 0.6 0.6 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
健康および人的サービス 25.1 28.7 29.6 29.6 30.1 28.9 29.1 30.1 29.5 30.4
矯正および更正 6.5 7.2 7.5 7.0 8.2 8.6 9.6 10.0 9.7 10.3
Ｋ－12教育 37.4 39.0 37.7 38.3 40.6 40.0 40.4 40.2 41.4 41.7
高等教育 11.7 12.7 12.2 11.3 11.3 11.2 11.7 11.7 12.5 13.3
勤労および総労働力開発 － － 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
一般政府 8.1 0.4 6.8 7.7 2.0 2.3 1.5 0.2
部局外部門 0.6 0.7
租税軽減／地方政府 4.0 0.5 0.6
州際支出 －2.6 －5.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
予算案上のＫ-12およ び総額の伸び率（％）
Ｋ-12教育 －0.04 －1.57 1.01 22.90 10.73 2.05 0.58 －15.72 2.96
歳出総額 －4.03 1.66 －0.65 15.96 12.48 0.98 1.12 －18.20 2.33
〔出所〕カリフォルニア州財政部（Department	of	Finance）資料から作成。
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第１．１表　カリフォルニア州の 一般基金予算の部局別歳出の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
法制，司法，行政 2,670 2,685 2,486 2,549 3,057 3,417 3,792 3,816 1,884 3,149
州および消費者サービス 600 715 480 471 562 576 577 563 569 598
事業，運輸および住宅 2,577 645 211 516 1,702 3,029 1,567 1,628 2,585 905
技術，取引，商業 149 75 46 6 － － － － － －
資源 2,496 1,545 1,243 986 1,356 1,826 1,674 1,832 1,842 2,108
環境保全 492 437 174 91 79 88 90 81 73 77
健康および人的サービス 20,126 22,093 23,150 22,969 27,115 29,304 29,719 31,121 24,953 26,346
矯正および更正 5,179 5,544 5,833 5,424 7,422 8,751 9,836 10,342 8,210 8,931
Ｋ－12教育 29,950 29,939 29,469 29,767 36,583 40,510 41,341 41,579 35,042 36,079
高等教育 9,341 9,778 9,543 8,795 10,217 11,368 11,980 12,113 10,547 11,490
勤労および総労働力開発 － － 177 112 88 99 103 98 64 58
一般政府 6,507 327 5,330 5,948 1,845 2,293 1,579 228
部局外部門 535 586
租税軽減／地方政府 3,080 463 534
州際支出 －2,184 －4,309
合計 80,087 76,863 78,142 77,634 90,026 101,261 102,258 103,401 84,583 86,552
構　　成　 　比　　（％）
法制，司法，行政 3.3 3.5 3.2 3.3 3.4 3.4 3.7 3.7 2.2 3.6
州および消費者サービス 0.7 0.9 0.6 0.6 0.6 0.6 0.6 0.5 0.7 0.7
事業，運輸および住宅 3.2 0.8 0.3 0.7 1.9 3.0 1.5 1.6 3.1 1.0
技術，取引，商業 0.2 0.1 0.1 0.0 － － － － － －
資源 3.1 2.0 1.6 1.3 1.5 1.8 1.6 1.8 2.2 2.4
環境保全 0.6 0.6 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
健康および人的サービス 25.1 28.7 29.6 29.6 30.1 28.9 29.1 30.1 29.5 30.4
矯正および更正 6.5 7.2 7.5 7.0 8.2 8.6 9.6 10.0 9.7 10.3
Ｋ－12教育 37.4 39.0 37.7 38.3 40.6 40.0 40.4 40.2 41.4 41.7
高等教育 11.7 12.7 12.2 11.3 11.3 11.2 11.7 11.7 12.5 13.3
勤労および総労働力開発 － － 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
一般政府 8.1 0.4 6.8 7.7 2.0 2.3 1.5 0.2
部局外部門 0.6 0.7
租税軽減／地方政府 4.0 0.5 0.6
州際支出 －2.6 －5.0
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
予算案上のＫ-12およ び総額の伸び率（％）
Ｋ-12教育 －0.04 －1.57 1.01 22.90 10.73 2.05 0.58 －15.72 2.96
歳出総額 －4.03 1.66 －0.65 15.96 12.48 0.98 1.12 －18.20 2.33
〔出所〕カリフォルニア州財政部（Department	of	Finance）資料から作成。
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（2）州財政における赤字と黒字問題
アメリカ合衆国の州財政は歳入と歳出を一致させる均衡財政が義務づけられており，歳入と歳出
の不均衡が生じると財政が危機的になることが避けられない仕組みになっているといわれている。
州財政がどのような状況にあるかを把握することは民主主義国家では極めて重要なことであるが，
カリフォルニア州も含めて，米国の州財政の状況の表記の仕方に疑問を呈されているのが，ワーナ
ー・ハーシュ教授である。一般に，家計でも企業でもまた連邦政府の予算でも，フローとストック
の区別をして表記している。そして，収入の支出に対する超過額を黒字（surplus），支出の収入に
対する超過額を赤字（deficit）と認識する。ところが，カリフォルニア州予算ではその予算表記の
仕方が問題で，州財政の実態を掴みにくくしているというのである。さらに，その表記の仕方が遠
因となって，財政状況を表す用語の定義もきわめて曖昧になっているという。｢財政黒字」につい
ては，ストック上の尺度で「一基金のうち資産（assets）（ないし資力〔resources;	資産〕）の債務
超過額」と定義し，一般に受け入れられている財政黒字の意味である歳出に対する歳入の超過額を
「運用財政黒字（operating	surplus）」と定義している。そして，財政赤字についてはなんら定義が
なく財政黒字の定義を援用するものと考えられるが，いずれにしても現行のデータ表示は実態把握
第１．２表  カリフォルニア州 の一般基金予算の歳入の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
個人所得税 42,144 37,626 33,596 38,974 43,231 50,885 55,236 55,720 48,868 47,127
売上税 21,949 22,958 23,518 25,146 26,951 28,114 28,820 27,111 27,609 27,044
法人税 5,938 7,327 7,035 7,573 8,822 10,507 11,055 13,073 8,799 10,897
自動車手数料 14 15 18 16 21 22 26 29 1,682 1,490
保険税 1,452 1,759 2,068 2,195 2,300 2,340 2,181 2,029 1,913 2,072
遺産税 922 646 437 135 － － － － － 782
酒税 291 288 288 302 315 316 324 341 332 331
たばこ税 125 121 117 118 116 118 120 114 102 94
その他 2,270 8,418 6,276 2,792 2,715 1,580 3,477 3,574 236 4,393
合計 75,105 79,158 73,353 77,251 84,471 93,882 101,239 101,991 89,541 94,230
構　　成　 　比　　（％）
個人所得税 56.1 47.5 45.8 50.5 51.2 54.2 54.6 54.6 54.6 50.0
売上税 29.2 29.0 32.1 32.6 31.9 29.9 28.5 26.6 30.8 28.7
法人税 7.9 9.3 9.6 9.8 10.4 11.2 10.9 12.8 9.8 11.6
自動車手数料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 1.6
保険税 1.9 2.2 2.8 2.8 2.7 2.5 2.2 2.0 2.1 2.2
遺産税 0.1 0.1 0.1 0.0 － － － － － 0.1
酒税 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4
たばこ税 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
その他 3.0 10.6 8.6 3.6 3.2 1.7 3.4 3.5 0.3 4.7
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
〔出所〕カリフォルニア州財政部資料から作成。
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を困難にしており，実際には財政赤字がある場合でも赤字は存在しないかのような曖昧さを含んで
いると指摘されている9。
（3）シュワルツネッガー知事の「財政非常事態宣言」
このようなハーシュ教授が指摘される問題があるものの，とりわけ国内総生産規模で全世界の第
９位を占めるとされるカリフォルニア州の現下の財政危機は深刻で，西暦102009年１月，今後18か
月間で州財政が420億ドルの赤字になる見通しとなり，シュワルツネッガー知事は「財政非常事態
宣言」を発した。
第1.3表には，一般基金の知事予算案に基づく財政黒字および財政赤字の推移が，そして第1.4表
には実績値に基づく財政黒字および財政赤字の推移が，ハーシュ教授の推奨される表示方法で示さ
れている。これらをあわせてみると，財政黒字と財政赤字の動向は予算案および実績値でほぼ同じ
ような動きを見せていることがわかる。2001-02年度から2004-05年度にかけて財政危機の状況がう
かがえ，州債発行により租税収入および財政移転を埋め合わせていることがわかる。2002-03年に
は赤字調整債（deficit	financing	bond）が10,675百万ドル発行されている。その後，2003-04年度に
は2,012百 万 ド ル， そ し て2004-05年 度 に も2,012百 万 ド ル の 経 済 回 復 債（economic	recovery	
第１．２表  カリフォルニア州 の一般基金予算の歳入の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
個人所得税 42,144 37,626 33,596 38,974 43,231 50,885 55,236 55,720 48,868 47,127
売上税 21,949 22,958 23,518 25,146 26,951 28,114 28,820 27,111 27,609 27,044
法人税 5,938 7,327 7,035 7,573 8,822 10,507 11,055 13,073 8,799 10,897
自動車手数料 14 15 18 16 21 22 26 29 1,682 1,490
保険税 1,452 1,759 2,068 2,195 2,300 2,340 2,181 2,029 1,913 2,072
遺産税 922 646 437 135 － － － － － 782
酒税 291 288 288 302 315 316 324 341 332 331
たばこ税 125 121 117 118 116 118 120 114 102 94
その他 2,270 8,418 6,276 2,792 2,715 1,580 3,477 3,574 236 4,393
合計 75,105 79,158 73,353 77,251 84,471 93,882 101,239 101,991 89,541 94,230
構　　成　 　比　　（％）
個人所得税 56.1 47.5 45.8 50.5 51.2 54.2 54.6 54.6 54.6 50.0
売上税 29.2 29.0 32.1 32.6 31.9 29.9 28.5 26.6 30.8 28.7
法人税 7.9 9.3 9.6 9.8 10.4 11.2 10.9 12.8 9.8 11.6
自動車手数料 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 1.9 1.6
保険税 1.9 2.2 2.8 2.8 2.7 2.5 2.2 2.0 2.1 2.2
遺産税 0.1 0.1 0.1 0.0 － － － － － 0.1
酒税 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4 0.3 0.3 0.3 0.4 0.4
たばこ税 0.2 0.2 0.2 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
その他 3.0 10.6 8.6 3.6 3.2 1.7 3.4 3.5 0.3 4.7
合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
〔出所〕カリフォルニア州財政部資料から作成。
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第１．３表　知事最終予算案 と財政黒字・財政赤字の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
租税収入および財政移転等 72,239 79,158 73,353 77,251 84,472 93,882 101,239 101,991 85,775 94,230
歳出 76,752 76,722 71,137 78,681 90,026 101,261 102,258 103,401 100,828 86,552
財政黒字もしくは財政赤字 －4,513 2,436 2,216 －1,430 －5,554 －7,379 －1,019 －1,410 －15,053 7,678
基金期首残高（開始暦年７月１日現在） 2,380 72 1,402 3,127 7,498 9,530 4,339 3,999 －7,109 －4,804
基金期末残高（終了暦年６月30日現在） －2,133 2,508 3,618 1,697 1,943 2,151 3,320 2,589 －22,162 2,874
財政黒字もしくは財政赤字 －4,513 2,436 2,216 －1,430 －5,555 －7,379 －1,019 －1,410 －15,053 7,678
［出所］カリフォルニア州財政部資料，法制分析局資料から作成。
（注1）2008-09年までは実績値により算定されているが，2009-10年度以降は知事予算案に基づいて算定され
（注2）原資料段階での調整により第1.1表および第1.2表の数値と完全に一致していないことがある。
ている。そのため，2009-10年度以降の財政黒字・赤字は実績値ではなく，予測値と考えてよい。
第１．４　一般基金予算の財政黒字 ・財政赤字の状況（実績値） （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
租税収入および財政移転等 73,898 70,852 74,570 79,935 92,749 95,541 103,027 84,098 86,920
州債等 10,675 2,012 2,012
歳出 76,863 78,142 77,633 81,728 92,730 101,656 103,333 94,827 86,349
財政黒字もしくは財政赤字 －2,965 3,385 －1,051 219 19 －6,115 －306 －10,729 571
基金期首残高（開始暦年７月１日現在） 3,037 －1,983 4,178 7,279 9,511 10,454 4,305 3,620 －5,375
基金期末残高（終了暦年６月30日現在） 72 1,402 3,127 7,498 9,530 4,339 3,999 －7,109 －4,804
財政黒字もしくは財政赤字 －2,965 3,385 －1,051 219 19 －6,115 －306 －10,729 571
〔出所〕第１．３表と同じ。
9	 Hirsch	[4]の27-31頁を参照。以下の表には，その具体例が示されている。カリフォルニア州財政部の表
記は表左のように，ストックである基金の期首残高とフローである税収および財政移転の合計額を総資産
（total	resources）と表示し，そこからフローである歳出を控除したものを基金の期末残高として表示し
ている。これによると資産の取り崩しがフローに混入するなどして，あたかも財政状況が黒字のように見
えてしまう。ハーシュ教授は表右のように，フロー勘定とストック勘定を別に表示して，まずフロー勘定
の税収および財政移転から歳出を控除したものから黒字ないし赤字を求め，次にストック勘定の基金の期
首残高と期末残高の差額を求めれば，それぞれの勘定で同額の，しかも実際の財政黒字または財政赤字が
把握できると指摘されているのである。
表　財政赤字と財政黒字の把握しやすい表示
カリフォルニア州財政部表示 ハーシュ教授の表示案
（A）基金の期首残高 $7,055 （A）税収および財政移転 $75,105
（B）税収および財政移転 $75,105 （B）歳出 $78,763
（C）総資産	（A+B） $82,160 （C）黒字ないし赤字 （A-B） -3,685
（D）歳出 $78,763 （D）基金の期首残高 $7,055
（E）基金の期末残高（C-D） $3,004	 （E）基金の期末残高 $3,004
（F）黒字ないし赤字  （D-E） -3,685
※表左のカリフォルニア州財政部の表示では，基金の期末残高が「正（プラス）」であり，あたかも
財政黒字があるかのように捉えられてしまう。
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第１．３表　知事最終予算案 と財政黒字・財政赤字の状況 （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
租税収入および財政移転等 72,239 79,158 73,353 77,251 84,472 93,882 101,239 101,991 85,775 94,230
歳出 76,752 76,722 71,137 78,681 90,026 101,261 102,258 103,401 100,828 86,552
財政黒字もしくは財政赤字 －4,513 2,436 2,216 －1,430 －5,554 －7,379 －1,019 －1,410 －15,053 7,678
基金期首残高（開始暦年７月１日現在） 2,380 72 1,402 3,127 7,498 9,530 4,339 3,999 －7,109 －4,804
基金期末残高（終了暦年６月30日現在） －2,133 2,508 3,618 1,697 1,943 2,151 3,320 2,589 －22,162 2,874
財政黒字もしくは財政赤字 －4,513 2,436 2,216 －1,430 －5,555 －7,379 －1,019 －1,410 －15,053 7,678
［出所］カリフォルニア州財政部資料，法制分析局資料から作成。
（注1）2008-09年までは実績値により算定されているが，2009-10年度以降は知事予算案に基づいて算定され
（注2）原資料段階での調整により第1.1表および第1.2表の数値と完全に一致していないことがある。
ている。そのため，2009-10年度以降の財政黒字・赤字は実績値ではなく，予測値と考えてよい。
第１．４　一般基金予算の財政黒字 ・財政赤字の状況（実績値） （単位：百万ドル）
2001-02 2002-03 2003-04 2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
租税収入および財政移転等 73,898 70,852 74,570 79,935 92,749 95,541 103,027 84,098 86,920
州債等 10,675 2,012 2,012
歳出 76,863 78,142 77,633 81,728 92,730 101,656 103,333 94,827 86,349
財政黒字もしくは財政赤字 －2,965 3,385 －1,051 219 19 －6,115 －306 －10,729 571
基金期首残高（開始暦年７月１日現在） 3,037 －1,983 4,178 7,279 9,511 10,454 4,305 3,620 －5,375
基金期末残高（終了暦年６月30日現在） 72 1,402 3,127 7,498 9,530 4,339 3,999 －7,109 －4,804
財政黒字もしくは財政赤字 －2,965 3,385 －1,051 219 19 －6,115 －306 －10,729 571
〔出所〕第１．３表と同じ。
bonds）が発行されている。この間，年を追うごとに統計上，特に明示されている債券発行額は減
額されてきており，2005-06年度あたりから景気の持ち直してきた傾向があったようにみることも
できる。しかし，第1.3表と第1.4表の財政黒字および財政赤字の動向のみを図示した第1.2図によ
ると，2008-09年度に向かって財政赤字が深刻化していることが知られる。一時的に危機的状態か
ら脱したかにみえるカリフォルニア州財政は，2008-09年度からまた悪化に転じ，前述の知事の非
常事態宣言を経て現在に至っているのである。2008-09年度は予算案編成時点ではそれほどの財政
赤字を見込んでいなかったといえるが年度内に世界的に大きな影響を及ぼしているリーマン・ショ
ックが起き経済不況を深刻化させる事態が生じるなどして，州財政の一般基金会計はこの10年間
に経験しないほどの赤字を生じさせていることがわかる。そして続く2009-10年度は予算編成当初
から大幅な赤字を前提として予算を組んだことがわかるが，2009-10年度には一見すると回復基調
にあるようにもみえる。しかし，実態は後述のようにそのような甘いものではない。また，2008-
09年度以降，財政赤字の実績値を追うようにして予算案が編成されていることが知られるが，カ
リフォルニア州財政は決して予断を許す状況にはなく，景気循環に大きく左右されているのである。
10	多民族国家アメリカでは公式文書等をはじめ多くは西暦を用いるが，そのルーツが影響して西暦以外の
暦を用いる人もいる。そのためあえて「西暦」と付したが，本稿では和暦以外のものは基本的に西暦を用
いている。
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（4）現下の州財政危機の要因
長引く不況で，カリフォルニアでは2008-09年度の12か月で約70万人の失業が発生しているとい
われている。そのため，個人所得や法人所得は減少し，消費も減退して，その影響は税収にも出て
いるのである。
	 第１.２図　財政黒字・財政赤字の推移（一般資金）	
（単位:百万ドル）
［出所］カリフォルニア州財政部（Department	of	Finance）資料から作成。
［出所］カリフォルニア州法制分析局（Legislative	Analyst’s	Office）『カリフォルニアの財政展望（California’s	
Fiscal	Outlook）』による。
第１.３図　個人所得に占めるキャピタル・ゲインの割合（カリフォルニア州）
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カリフォルニア州財政の一般基金の歳入のうち最も主力であるのは，前掲の第1.2表にみられた
ように，個人所得税（individual	 income	tax）である。個人所得税は，1990年代の好景気の際には，
キャピタル・ゲインからの増収が顕著であったが，2000年に入ってからの不況を反映して，州所
得税でのキャピタル・ゲイン課税からの収入が激減し，それが顕著な個人所得税の減収となってあ
らわれている11。第1.3図は個人所得に占めるキャピタル・ゲイン（capital	gain;	資本利得）の割合
を示しているが，1999-2000年度あたりで増加したキャピタルゲインはその後2002-03年度に向かっ
て減少し，2007-08年度に向かい再び増加したが，今回の教育財政が悪化の一途を辿り始めること
となった2008-09年度に２%台と西暦2000年代で最低になっていることが知られる。金融危機に伴
う世界同時不況，とりわけリーマン・ショックが大きく影を落しているといえようが，ここからも
主要税源の枯渇が州財政収入を悪化させ，ひいては教育財政を直撃する構造が読み取れるのである。
また，売上税（sales	tax）は景気が良い場合には消費が増えることからその増収が期待できるが，
現下のような不況時には，それが期待できない。そのため過去にも不況の時期であった2002-03年
度にも税率が引き上げられたものの，期待する税収は望めなかった。第1.4図は課税売上額の推移
を示しているが，これによると課税売上額は2002-03年度よりも，2008-09年度の方が大幅に減少し
ている。リーマン・ショックなどによる経済不況が個人所得に打撃を及ぼし，消費を低迷させてい
ることがうかがえる。このような状況下で，2008-09年度に１%程度の税率引上げがなされ歳入確
保策が図られたりしたが，いずれの場合も期待に沿う増収には至っていない12。
さらに法人税（corporate	tax）も同様に伸び悩んでいる。これは第1.2表からわかるが，景気が
［出所］第１. ３図と同じ。
第１.４図　課税売上額の推移―消費者の貯蓄増・支出減―
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11	Alexander[2]の560-564頁を参照。
304
冷え込むと歳入に占める割合が10%をきる傾向がみられる。カリフォルニア州の法人税は，法人利
潤（corporate	profit）に応じるものとされているので，それは国内外の経済状況を反映することと
なる。このような経済的要因によって，不況時には法人税の増収は困難になるのである。また，同
税は高い法人利潤になるほど所得控除や税額控除を通じて税額が抑えられるという制度的要因があ
るとされている。
加えて第1.2表で，2009-10年度から車輌登録等手数料（vehicle	license	fee）が実額で激増してい
るが，これは今次の財政危機克服策の一つとして，車輌登録や運転免許関係の手数料の引上げがな
された結果である。それでも州政府の意図には遠く及ばず，歳入の１～２％程度を占めるに過ぎな
いことがわかる。
第1.4表にみられるように，歳入・歳出の均衡を求められるカリフォルニア州財政は，歳入減少
が生じるとこのように歳入直結型の極端な歳出削減を求められることとなるのである。
Ⅱ．米国の教育財政とカリフォルニアの教育財政
１．米国における教育財源
（1）教育費のための課税
米国では，連邦，州，地方政府の教育歳入を主として租税に依拠しており，教育サービスの財源
を賄うために，課税し支出するという長い歴史を有している。そして州は，教育に関する行政的権
限に加えて，連邦法や州憲法に抵触しない限り，望むだけの課税ができうるとその財政的権限を認
められている。それは，最高裁判所の裁定でも，同様に州政府はその費用を負担するために，連邦
法に抵触しない限り，合理的形式の課税を認められている。しかしながら，州の教育行財政的機能
については，連邦法等の留保があり，連邦によるコントロールが皆無であるわけではない。連邦政
府は	補助金，	連邦議会が認めた規準や規制，	連邦憲法の規定する権利や自由の保護などの観点から，
州政府の教育権限に介入してくるのである。まず，	補助金については，連邦補助金を受け入れる場
合，補助金規定は州が一定の連邦の指針に従うことを求めている。もし従わない場合，連邦は指針
に従わせるか，補助金の引き揚げをすることとなる。次に，	連邦議会が認めた規準や規制であるが，
例えば，スクールゾーンでの銃の保持は連邦罪とされている。また，	連邦憲法の規定する権利や自
由の保護に関して，最高裁は，連邦憲法に規定される表現の自由や基本的人権は，校則に優先され
るとしているのである。
12	これは，経済がサービス化しているにもかかわらず有形財（tangible	goods）に課税していることが要
因であるという指摘があり，また課税品と非課税品の歪みも指摘されているのである。Alexander	&	
Peterson	[2]	562頁参照。
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（2）教育に対する連邦支出
1970年から2000年までのデータによると，歴史的に，連邦政府は教育費総額の10%程度を支出し
ている。州政府と地方政府の支出割合は幾分変化しているものの，ほとんど変化していないといっ
てよい。連邦政府による教育費総額の10%支出は，教育省を通じてなされるもののほか，健康・福
祉事業省のプログラム，農業省の給食プログラムによる。そして，教育省のみのK‐12教育費への
支出はわずか６%を占めるに過ぎず，米国の教育に対する支出，とりわけK‐12教育費はほとんど
州や地方によってなされていることが知られる。米国では，学校運営については各地域で行うもの
とする暗黙の合意が歴史的に形成され法制化されてきており，連邦財源を受け入れることは，州や
地方の学校運営に関する権限の一部を譲り渡すこととなると考えられている。こういったわが国と
は異なる歴史的背景が連邦政府の教育への関与を小さくしているといえる。
（3）州の特権
前述の通り，州は連邦法や州憲法に抵触しない限り，望むだけの課税ができうる。しかし学校区
は，州憲法が課税権を認めない限り，教育のための課税権はないのである。いくつかの州では，学
校区に学校予算のための課税を認める法律を施行してきたが，それを与えてこなかった州もある。
そのようなところでは，わが国の地方団体でみられるような，市ないし郡予算の一部として学校予
算が承認されるのを学校区は待たねばならず，市ないし郡が税率を決めて課税し，学校区に財源を
配分してきた13。このような実務上の違いが地域的にみられるが，歴史的に，すべての州は公立学
校運営の資金調達を財産税（property	tax）に求め，財産税を主要財源としてきた。それは，1647
年のマサチューセッツ教育令にまで遡るものとされている14。そもそも財産税を教育財源にするこ
とは，古代ギリシアや古代ローマ，あるいは初期ヨーロッパですでに課税されてきており，米国で
財産税を教育財源にすることはその延長線上にあるだけであるとされている。米国建国以来，いく
つかの方法で教育財源が捻出された歴史があるが15，1800年代になって学校の資金を賄うために財
産に課税することが確立された手段となったといわれる。その財産課税のやり方は，土地の状態に
より税率がさまざまであったり，家畜や設備にまで課税範囲が拡大されたりしてきた。また，財産
から生み出される所得への課税は，耕作者の労働習慣による差異もあり，公平とはいえなかった。
こうして最終的に，土地の価値の一定割合に地域で均一税率を課す一般財産税が課されるようにな
って来たとされる。
２．提案13号以前のカリフォルニア州の教育財政
こうした米国での一般的な動向と同じように，カリフォルニア州でも教育財源として，学校区に
13	この種問題が1993年，フロリダの教育部とグラッサーの間の裁判で争われることとなったという。
Alexander	&	Salmon	[1]を参照。
14	最初の公立学校法は独立戦争以前に存在しているが，教育サービスの財源として市民に課税することは
1647年のマサチューセッツ教育令にあるとされている。Alexander	&	Salmon	[1]を参照。
15	詳しくは，伊藤和衛［10］を参照。
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財産税の課税を認めてきたが，1970年代に教育財源としての財産税をめぐり，全米に大きな影響
をもたらす出来事が頻発することとなった。
（1）セラノ判決
まずその魁となったのが，西暦1971年のセラノ判決である。財産税は財産評価額（土地・家屋
一括）に税率を課すものであるが，学校区に存在する財産の多寡により，教育費の収入に不平等が
もたらされるとして争われたのがこの事件であった。米国では当時と同じように現在に至ってもこ
の問題の根源は変わっていない。例えば，同じロサンゼルス市域内にあっても地区によるさまざま
な格差が目視しただけでも認識できる。これはこの国家が形成されてきた歴史的経緯ときわめて関
係が深いといえる。そのため，富裕層が多い地域では財産評価額が相対的に高く財産税収も多くな
る。しかし，貧困層が多い地域では財産評価額が相対的に低く財産税収も少なくなる傾向があるの
である。こうして1971年のセラノ判決では，学校区の貧富の状況により，学校教育の財政的条件
に格差をもたらしている点を批判し，学校区の財産と教育条件（教育費支出）との相関関係を否定
する財政中立性の原則を裁定した16。これは，1970年代にみられた学校制度改革の原理で公正の実
現を提示した代表的判決となったのである。
このセラノ判決を受けて，1972年に上院法第90号が制定され，学校区間の財源の均等化を図る
ための収入制限と標準教育費補助金の保証水準の引上げがなされた。収入制限（revenue	
limitation）とは，学校区の収入増大に制限を加えて，地域間での教育財源の公平配分を実現する
ことを期待したものである。この制限をかける際には，既存の教育プログラムの存続も配慮された
ので，教育費支出の高い学校区で既になされている教育プログラムに損失を与えることないように，
地域間での教育財源の公平配分が検討された。そして，最低限の教育水準を達成するために，標準
第２.１図　二次に亘るセラノ判決前後の財産税税率と児童一人当たり税収
［出所］Sonstelie	[9]の159，167頁による。
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16	セラノ判決ならびにセラノ第二判決による教育財政の公正原則についての研究は，新井秀明［9］で詳
しく考察されている。
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教育費と学校区が州に要請された税率で得られる教育収入との差額を交付する標準教育費補助金が
設定された。これは，標準教育費補助金の保証水準を引上げて，貧しい学校区の税率引下げをも期
待されたのであった。さらに，特定補助金プログラム（貧困家庭の多い学校区への補助，バイリン
ガル教育の必要性の高い学校区への補助等）による補助金も支給され，公平実現への努力がなされ
た。
（2）セラノ第二判決
けれども，このような対処もむなしく，地域間の教育財源の不公平な配分が残り，1976年には
州議会による学校財政改革によってもなお違憲状態にあるとするセラノ第二判決が出された。そし
て，学校区間の教育費支出格差を児童生徒一人当たり（平均日々出席者数一人当たり）100ドル以
内に抑制することとされた。これを受けて，1977年に下院法第65号が制定され，まず富裕な学校
区の収入増大に対する制限がいっそう厳しくなった。これは，標準教育費を上回る収入のある学校
区を，標準教育費の120%以下の収入の学校区と120%を超える学校区に区分して，収入制限の増大
が標準教育費の増大よりも低く抑制されることとされた。次に，標準教育費を下回る収入しか得ら
れない学校区に対しては，収入制限以上の収入増大を援助する追加的補助金を交付された。さらに，
全学校区に適用する最低税率を設定し，従来それ以下の税率で課税していた富裕学校区に対しては，
最低税率適用による収入との差額を余剰収入として，貧困学校区に移管することとした水平的財政
調整がなされたのである。
その結果は第2.1図によって知ることができる。二次に亘るセラノ判決前の1970年（第2.1図
（a））には学校区財産税率が0.8～1.3％で児童一人当たり財産税収が500～800ドルとかなり広範な
領域を中心としたところに位置する学校区が多かった。すなわち，児童一人当たりの財産税収が学
校区によってかなり異なっていたのである。けれども判決後の1995年（第2.1図（b））には，各学
校区で適用される財産税率には依然として違いがみられるものの，児童一人当たり財産税収は
3,000ドル近辺に集中していることがわかる。それでもなお，はずれ値がみられるがこれは後述の
区画税等が影響していると思われる。
３．提案13号による教育財政への影響
（1）提案13号の概要
こうした教育財政に関して公平な財源配分を達成するという先駆的な動きがみられたとされるカ
リフォルニア州では，教育財政にさらに影響を及ぼす結果となる提案13号（プロポジション13	;	
proposition13）17に至る。これは，カリフォルニア州経済の好調さにより，財産価値の伸びが個人所
得の伸びを上回ってしまい，財産税負担がかなり重いものとなってしまったものの，州議会がその
軽減に有効策を提示し得なかったことに，税の効率的運用や説明責任を強く求める動きが加わり，
17	正式には「提案第13号」と訳した方がよいと思われるが，本稿では一般にいわれている「提案13号」
と表記する。
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1978年６月財産税の大幅減税を求めた住民投票となって表れたものである。この動きは納税者の
反乱として各州に波及し，租税史上もあまりにも有名なものである18。
住民投票である提案13号が可決され，州憲法が修正され，財産税課税に制限19が加えられること
となった。このため，財産税を財源とする学校区収入は激減し，教育費確保のため，州からの財政
移転が増大することとなり，州の財政上の機能が高まることとなった。加えて，1979年の提案４
号により，	州の支出増大を人口増とインフレ上昇率を調整した前年度支出水準に制限すること，	そ
の制限水準を超過する収入がある場合は超過分を納税者に返還することが規定されることとなった。
その結果，カリフォルニア州では，税収や支出への制限がより強化され，州段階への財政的集権化
が加速した教育財政をより圧迫する財政構造になったのである。
（2）財産税の取り扱い
提案13号により，教育財政にいかなる影響が及ぼされたか。まず財産税の取り扱いについては，
提案13号後も，依然として地方政府段階で賦課，評価，徴収，分配をするけれども，地方財産税
収について誰が，どれだけの額を受け取るかは最終的に州政府により決定されることとされた。
（3）学校区財政における自主財源割合の低下
次に，提案13号の後の総財政収入（全段階の政府収入総額）が各段階政府にどのように割り当
てられているかをみてみると，それには大きな変化がみられていない。つまり，提案13号によっ
て表面的な各段階政府の歳入に大きな変化がなかったとみられる。しかしながら，角度を変えて，
全ての段階の政府の自主財源総額に占める個別段階の政府の自主財源の割合をみてみると，総財政
に占める学校区の自主財源の割合が最も変化していることが知られる。第2.1表にみられるように，
1978年度の8.4%から1981年度には1.0%に減少してしまっている。これは提案13号により学校区の
自主財源であった財産税の減収したことが主要因であるとされている。
（4）提案13号による各政府の自主財源および一般財源の割合の変化
続いて，提案13号による各政府の自主財源および一般財源の割合の変化をみると，提案13号に
より，教育財政にむけられる税収や支出の制限が強化され，教育は財政的に州段階への集権化を加
速することとなってしまったことがわかる。カリフォルニア州から全米に広がった「納税者の反
乱」としてしばしば引き合いに出される提案13号は，民主的な納税者の立場からは一定の評価が
なされることが多いが，教育財政の観点からすると，自らの首を自らくくってしまったといっても
18	この納税者の反乱である提案13号の先導者がユタ州の小新聞発刊者ハワード・ジャービス（Howard	
Jarvis）とアーカンソー州にルーツのある伝道者の息子ポール・ギャン（Paul	Gann）であるため，提案13
号は別名「ジャービス・ギャン提案」といわれることもある。その後，マサチューセッツ州の提案２１／２号
（proposition２１／２），またオレゴン州の削減・上限制度（cut	and	cap）へと広がっていった。
19	①財産税の課税は1975-76年の市場評価価値の１%に制限する，②財産税評価額の引上げは年２%以下
に制限する，③財産の売却や所有者の変更，新築の場合，現行の市場価値での評価を認める，④州政府あ
るいは地方政府による新たな財産税の創設を禁止する，⑤特別税を課税する場合，３分の２の有権者の同
意を必要とする，⑥州税の変更に際しては，３分の２の州議員の同意を必要とする。
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よい事態を招来している。1978年度から1995年度にかけての各政府の自主財源の割合は，第2.2表
および第2.2図にみられるように，州の自主財源はほぼ60%台で推移しており提案13号によりほと
んど変化を及ぼされていないといえる。けれども，学校区財政の自主財源は1978年度の54%から
1981年度の７%，1995年度の６%と最も影響を受けたことが知られる。その穴埋めは，第2.3図に
みられるように，州政府からの移転が1978年度の46%から1995年度の60%になっていることがわか
る。1992年度から95年度にかけての税収増は1990年代初めの州財政難による救済措置である教育
歳入増強基金の働きによる。また，一般財源の観点からは，第2.3表にみられるように，学校区一
般財源が1978年度の92%から1995年度の71%へと各政府の中で最も減少していることがわかる。こ
れも提案13号による財産税収の減収に起因しているとされる。そしてその減少分は，特定基金の
拡大によって相殺されている部分があるとされている。
（5）学校区予算の歳出における自由裁量性の維持
さらに，学校区予算の歳出における自由裁量性についてみると，提案13号により，学校区歳入
の出所が地方財源から州歳入に切り替えられたものの，歳出の中身については，教育委員会にその
自由裁量権が認められており，歳出の裁量性にはほとんど変化がみられなかったとされる20。つま
りこのことは，先にみたように，自主財源として主要財源であった財産税を失ったものの，一般財
（単位：百万ドル）第２.１表　自主財源総額に占める個別政府の自主財源の割合
歳入管轄段階 1978年度 1981年度 1988年度 1992年度 1995年度
連邦 13,330 17,293 23,089 38,034 45,676
州 24,228 44,796 80,010 108,544 112,131
郡 4,826 2,957 5,566 9,069 10,292
市 6,368 6,539 12,263 16,846 18,916
独立特別区 2,788 3,548 7,576 8,179 8,933
学校区 4,883 776 1,031 1,345 1,733
中等後教育 1,542 1,309 2,562 3,803 4,670
非特定区 164 258 1,153 2,028 2,232
全体（総財政） 58,130 77,474 133,249 187,848 204,585
構　成　比　（％）
連邦 22.9 22.3 17.3 20.2 22.3
州 41.7 57.8 60.0 57.8 54.8
郡 8.3 3.8 4.2 4.8 5.0
市 11.0 8.4 9.2 9.0 9.2
独立特別区 4.8 4.6 5.7 4.4 4.4
学校区 8.4 1.0 0.8 0.7 0.8
中等後教育 2.7 1.7 1.9 2.0 2.3
非特定区 0.3 0.3 0.9 1.1 1.1
全体（総財政） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
［出所］Shires	[8]	から作成。
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源は1978年の提案13号以降やや減少気味になっているものの依然として地方政府の中では最も高
い水準を維持していることからも明らかである。そういった意味からは，実質的に教育の直接的運
営主体ともいえる学校区の財政上の裁量が保持されており，シャイアーズもいうように興味深いこ
とといえよう。ただ，自主財源を失ったことは大きく，一般財源は依然としてその割合が多いもの
の，依存度を増した州財政の動向いかんによって，その一般財源の割合すらも左右されることを意
味している。歳出の自由裁量の素材ともいえる一般財源自体が減少してしまっては元も子もないの
である。
20	Shires	[7]	の32頁を参照。
 第２.２表　各政府の自主財源の割合 （単位：％）
1978年度 1981年度 1988年度 1992年度 1995年度
州 68 68 72 66 63
郡 52 25 27 29 31
市 75 58 61 62 61
独立特別区 76 67 74 70 70
学校区 54 7 5 5 6
中等後教育 33 20 23 26 29
単純平均 60 41 44 43 43
［出所］Shires	[8]	から作成。
第２.２図　州と学校区の自主財源の推移
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［出所］Shires	[8]	による。
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（6）教育財政に影響を及ぼした提案13号効果
短期的にみたとき，納税者と教育による直接的受益者は必ずしも一致しないとする観点から財産
税の課税制限を是とする見解も存在する。しかし，教育の外部性と教育の効果の発現までにはやや
期間を要すること等を考えると，教育による便益は長期的観点から考察する必要が出てくる。ただ
し，アーノルド・ハーバーガー教授も指摘されるように，その便益の測定にはかなりの困難を伴う
のである。教育による将来の便益を考えたとき，目下のカリフォルニア州の財政難が教育を直撃す
ることをできる限り回避することが必要であると考える。ところが，カリフォルニア州の教育財政
は，第2.2図および第2.3図にみられるように，州財政に依拠することを強めてきたのである。そし
て第1.1図にみられるように，州の一般基金予算の歳出総額とK‐12教育費の伸び率がほぼ同じ動
きをするような，州財政の状況から大きな影響ないし打撃を受ける財政構造をもつに至ったのである。
第２.３図　学校区主要歳入の推移
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［出所］Shires	[7]	による。
 第２.３表　各政府の一般財源の割合	 （単位：％）
1978年度 1981年度 1988年度 1992年度 1995年度
州 60 61 63 56 52
郡 57 42 42 41 31
市 49 46 49 47 44
独立特別区 65 66 67 71 69
学校区 92 88 74 73 71
中等後教育 68 66 63 63 62
単純平均 65 62 60 59 55
［出所］Shires	[8]	から作成。
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４．提案98号後の教育財政の動向とカリフォルニアにおける地方財政への影響要因
（1）提案98号による教育財政への効果
提案13号により教育財政基盤が脆弱となったことから，その打開策が模索され始める。まず，保
護者や教員等の努力によって，1998年の提案98号が有権者に是認されるところとなった。提案98
号は，K‐14（幼稚園から14年生［短大２年相当］）に対して州一般基金歳入の租税のうち少なく
とも34.55%を優先的に充当するというものであり21，これは第2.4表の通りである。これによると，
一般基金の歳出額の変化がみられても，K‐14教育費としてほぼ40%前後の予算が確保されるよう
になっていることがわかる。これはわが国の一般会計歳出予算で，義務的経費とみてよい国債費お
よび地方交付税等と，それらを総額からを除いた経費を少し前まで一般歳出と分類していたことと
似ているといえよう。そして第1.1図のように一般基金予算の歳出総額とK‐12教育費の増減の波
形がほぼ一致する構造をよりいっそう明確に示すようになったのである。このことからも確かに提
案98号は教育財政の安定を求めた動きであったことがわかる。また，財産税のかなりの割合が市・
郡・特別区の財源から学校区財源に充てられるようになった。こうして学校区への州一般基金から
の財政移転を減額できることとなり，不況による学校区財政に対する州歳入減の影響を減らせるこ
ととなったとされる。シャイアーズは，提案98号が学校区財政への提案13号の影響を減らす一方
で市・郡・特別区財政に影響を拡大しているのはこれまた興味深いことであるとしている22が，提
案98号により州財政の状況が完全に学校区の教育財政に影響しなくなったわけではなく，その財
源確保効果はそれほど大きいとはいえないといえる。州財政の規模全体が縮小すれば，実額規模で
の教育費が減ることには依然としてかわりがないからである。2000年にカリフォルニアは不況期
21	この34.55％という比率は1986-87年度予算で設定された値と同じであるとされる。Townley他	[10]	20頁
を参照。またこのとき，教育効果を計る一手段として，学校成績報告票等が導入されている。
22	Shires	[7]	の32頁を参照。
第２.４表　カリフォルニア州一般基金予算歳出に占める提案98号関連歳出の状況
（単位：百万ドル）
2004-05 2005-06 2006-07 2007-08 2008-09 2009-10 2010-11
歳出総額 81,728 90,026 101,261 102,258 103,401 100,826 86,552
提案98号歳出 34,009 36,591 41,295 41,492 41,943 40,346 35,967
非提案98号歳出 47,719 53,435 59,966 60,766 61,458 60,482 50,585
構　成　比　（％）
歳出総額 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
提案98号歳出 41.6 40.6 40.8 40.6 40.6 40.0 41.6
非提案98号歳出 58.4 59.4 59.2 59.4 59.4 60.0 58.4
〔出所〕カリフォルニア州財政部資料から作成。
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を迎えるが，その影響は教育財政にも現れてくる。こうしたなかで，同年，提案20号により，富
くじ資金増額分の50%を学校教材費に使うことが認められた23。また，2002年には放課後教育と安
全のための資金調達の提案である提案49号が認められ，これにより矯正教育や治療教育の費用削
減につながるとされた。後に知事となるシュワルツネッガー氏はその主要な後援者でもあったとい
う。
（2）カリフォルニアにおける地方財政への影響要因
こうした歴史を経て，カリフォルニア州の財政ないし教育財政の構造が形成されてきている。ハ
ーシュ教授によると，一般には地方財政への影響要因は景気循環効果によるものが指摘できるが，
カリフォルニア州の場合，景気循環効果と財産税に影響を及ぼした提案13号および提案98号によ
る効果が指摘できるとしている24。そして，州財政の危機に伴い最も主要な歳出である教育費に切
り込まざるを得なくなっているカリフォルニア州では，国内総生産（GDP）規模で全世界の第９
位を占めるとされる一方で，公立学校の児童生徒一人当たり教育費が全米で47位という極めて低
水準にあるとされている。これは，ハーシュ教授のいう２つの効果がダブル・パンチとなって迫っ
てきているものとみられる。
Ⅲ．カリフォルニア州の教育財政危機と抜け道としての区画税
１．シュワルツネッガー知事の財政危機宣言下で教育財政
カリフォルニア州ではシュワルツネッガー知事が財政非常宣言を出したまさにその時期に第1.1
表にみられるように一般基金予算案で2008-09年度に前年度比0.58％増と増加率が下がってきて，
2009-10年度には前年度比15.72％減と，かつてない規模でのK‐12教育費の大幅削減が断行された。
シュワルツネッガー知事自身は，教育を最重要政策の一つにおいているとされるが，州財政はその
意思をも放棄せざるを得ないほどに逼迫しているのである。提案98号により，学校区への財産税
収の優先配分も認められたものの，カリフォルニア州の教育財政は依然として州財政に依拠してい
るといえる。そのため，州財政における教育費削減は，各学校区の財政運営を直撃することとなる
のである。
このような中で，全米第２位の規模を有するロサンゼルス統一学校区（LAUSD：Los	Angeles	
Unified	School	District）を例にして教育に直接関与する学校区の対応をみてみたい。2008-09年度
23	この頃（1998-2000年），シュワルツネッガー知事の前任者デービス知事が「一にも二にも三にも教育」
という政治姿勢で支持を得た。そして，少人数学級の継続や，補助教員の研修やベテラン教員の再研修機
会の設定等をする。また，学力成果指標を取り入れた。けれども，2003年秋の財政・経済問題により解
任されることとなった。
24	Hirsch	[4]	の25ページ参照。
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におけるLAUSDの財政赤字未調整分は131.7百ドルと見積もられているが，それに対しては，①特
定プログラム削減（75.2百万ドル），②修繕延期による削減（28.0百万ドル），③借入（21.4百万ド
ル），④中央事務所費削減（2.3百万ドル），⑤備品購入調整（教材勘定）（4.8百万ドル）を勧告し
ている。また，2009-10年度では財政赤字未調整分は143.3百ドルに増えて，それに対して①小中学
校夏期講習（summer	school）の中止等（33.0百万ドル），②学バス削減（上限16.0百万ドル），③
中央事務所合理化（17.3百万ドル），④非正規職員の勤務月数等の短縮（12.0百万ドル），⑤修繕延
期による削減（25.0百万ドル），⑥特定プログラムの削減（40.0百万ドル）を打ち出している。特
定プログラムの削減により，音楽，図画工作等の授業が中止となり，芸術教育教員の一時解雇がな
されている。このことは児童生徒の能力形成に大きくかかわってくる問題である。そして，人種の
坩堝とされる米国では，主要公用語である英語と児童生徒の家庭における母国語との違いから，さ
まざまなプログラムによる英語の補習を必要とされている場合がみられる。しかし，英語を母国語
としない児童生徒に対する語学補習はほとんど中止になっており，通常授業での学習自体にまでも
支障をきたすこととなる。米国では教育費削減という問題が児童生徒の学習に影響を及ぼし，ひい
てはその能力の養成にも支障を来たすとしても，古典的地方自治の伝統を受け継ぐ主体の一つとも
いえる学校区がなす術を失った時，連邦政府に過度に救済してもらうことを嫌い，むしろ危険領域
にさえ足を踏み入れてしまうのである。また，多少の忍耐は可能であるが，修繕の延期については
児童生徒の安全面の観点からその問題が指摘されている。
第3.1表によると，2010-11年度以降，さらに教育現場への財政危機の影響が強まることがわかる。
当初赤字総額は2008-09年度の700.9百万ドルから2011-12年度（予測値）は1,142.4百万ドルと，削
減努力を積んでも，減るどころか増加していることが知られる。そのため，オバマ大統領の教育政
策も重なり，2009-10年度および2010-11年度は連邦政府の補助も受け入れることがわかる。伝統的
には連邦政府の教育運営への介入を嫌う米国にあって，背に腹は変えられないLAUSDの追い込ま
れた状況が垣間見られる。
そのため，第3.2表に示したようにさらなる歳出抑制を盛り込んだA案を提案している。それに
よると，2010-11年度は教育の質の低下につながるとして最も回避しようと画策してきたK‐3（幼
稚園から小学３年生まで）の学級規模の拡大をせざるを得なくなっている。これにより削減額案の
４割を調達できると目算している。わが国でも近年，小学校低学年で30人程度学級の実現が市町
	 第３.１表　2008-09年度以降のLAUSD財政赤字の状況	
（単位:百万ドル）
会計年度 当初赤字総額 教育委員会承認削減・調整額 連邦政府調整 未承認削減額
2008-09 700.9 569.2 0 131.7
2009-10 869.5 333.0 393.2 143.3
2010-11 1,009.8 327.3 188.8 493.7
2011-12 1,142.4 298.8 0 843.6
［出所］ロサンゼルス統一学校区『最新予算』による。
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村段階の努力により試行されているが，米国では低学年は10～20人学級が一般的である。それは，
多民族国家の宿命であるが，さまざまな生育環境を経てきた児童によって一学級が構成されること
もその理由の一つである。比較的低学年では学力の差が少ないとされるわが国と比べてみても米国
ではすでに低学年でも学力差は大きく，このような実情もあわさり，K‐3学級規模の拡大を避け
たいことが知られる。そしてこれまで何回にも亘り実施されてきた教職員給与の削減をさらに続け
ている。そして，2011-12年度は削減案（A案）の半分以上を教職員給与の削減で達成しようと目
論まれている。教育は有能な教職員を欠いては実現できないのであり，そのことを承知でそこに足
を踏み入れようとしているのであるから，LAUSDが崖縁に追い込まれていることが鮮明となって
くる。
歳出削減はここ数年度にわたりかなりの額なされており，限界に来ているとみてよい。そのため，
2010-11年度には歳入面の調整を盛り込んだB案を提案している。そこには新たに区画税（parcel	
tax）を地元住民の理解の下に導入し，かつ区画税導入によっても不足する分は１%削減により40
百ドルの歳出削減に結びつくとされる給与削減を抱き合わせようとするものである。これにより，
A案の実施を回避しようというのである。
２．抜け道としての区画税（parcel tax）の存在
わが国では提案13号についてはよく知られているものの，そのとき同時に規定された区画税に
ついてはその存在をあまり知られていない。ある意味で，区画税は提案13号等による教育財政へ
	 第３.２表　2010-11年度以降のLAUSD財政赤字対策案（A案）	
（単位:百万ドル）
2010-11年度 2011-12年度
K‐3学級規模拡大（29：１） 47.3 47.3
幼稚園全日教育見直し 0 46.5
芸術教育の停止 14.4 28.8
学校安全・清掃 20.0 20.0
学校教育・支援 10.9 20.9
給与削減 28.5 226.5
合計額 121.1 390.0
削減額に占める割合（単位：％）
K‐3学級規模拡大（29：１） 39.1 12.1
幼稚園全日教育見直し 0 12
芸術教育の停止 11.9 7.4
学校安全・清掃 16.5 5.1
学校教育・支援 9.0 5.4
給与削減 23.5 58.1
合計額 100.0 100.0
［出所］ロサンゼルス統一学校区『最新予算』による。
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の締めつけに対する抜け穴となっているとみてよい。区画税は，学校区がその歳入増のために賦課
する追加税であり，不動産区画（parcel）の所有者によって支払われる財産税の形態をとっている
特別税（special	tax）である。これは，例えば財産評価額の一定割合といった従価税ではなく，区
画当たりにかけられる定額税である。現在のところ，米国ではカリフォルニア州内でのみこの税が
課されているとされる。その使途は特定化されておらず，区画税を課した学校区では，その税収を
財産税の伸び悩みや州からの財政移転の減額等によりしわ寄せを受けた費目である教職員給与，施
設建設費等に実際に充てている。
そもそも区画税の賦課徴収は，財産評価額に基づく税の制限を主たる目的としていた提案13号
の第４条25で，地方政府区域内有権者の３分の２以上の同意があれば，財産評価額に基づかない，
定額税である税の賦課を認められたことによる26。区画税は前述のように特別税とされているが，
特別税については二つの解釈27があるとされる。一つは一般税が広い負担帰着を持つ税であるのに
対して，特別税は特定の生産物または特定階級の納税者に課される税であるとするものである。い
ま一つの解釈は，特別税は特定の目的のために使途指定されている税とするものである。これにつ
いて，カリフォルニア州最高裁判所は，後者の見解を採用しており，裁判所の定義に基づけば，学
校のために使途指定されている税は特別税といえ，こうした判例からも区画税は正当化されること
となっている。
しかしながら，区画税は課税による結果からみたときに問題が指摘できる。区画税は多くの場合，
学校ないし教育のために使われている税源である28ので，区画税を課した区域では学校ないし教育
財源が増加するということである。このことはそもそも提案13号以前にセラノ判決あるいはセラ
ノ第二判決で問題とされた学校区間の教育財源の偏在是正の方向性を崩してしまうことになる。セ
ラノ判決以降の歴史的経緯から，第2.1図でみたように財産税は児童生徒一人当たりの支出が等し
くなるように各学校区に割り当てられるが，財産税割り当ての際に各学校区が区画税を課している
か否かは考慮されないのである。区画税は1983年に，テュレア（Tulare）市小学校区で賦課されて
以来，2010年６月現在，524投票中，287学校区で採用されているとされている29。また，具体的な
25	提案13号第４条では，「市，郡および特別区は，その区域の有権者の３分の２の同意により，その区域
の特別税を賦課することができる。ただし，かかる市，郡もしくは特別区内の不動産に対する従価税ある
いは不動産の取引税ないし売却にかかる売上税を課すことはできない。」と規定されている。
26	そもそも特別税の賦課は，カリフォルニア州法で投票の３分の２の多数により認められている。
27	1980年，サンフランシスコ市および郡で，給与税（payroll	tax）を引き上げて公立病院の改善に充てる
こととした。その際，これらの増税は広い負担帰着を想定され，市・郡当局はこの引上げを一般税
（general	tax）の引上げであるとした。そのため，過半数の同意により，引上げが断行された。このこと
が裁判に発展し，1982年にカリフォルニア州最高裁判所は，一般税と特別税の違いは，その税収の使途
を指定するか否かにあるとの判決を下したのである。
28	区画税は必ずしも教育財源にのみ使われるものではなく，消防等，他の地域サービスの財源確保を目的
とされることもある。
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税率をみると，1990年代末のデータで，最低税率は区画当たり12.08ドルというウエスト・サノマ
（West	Sanoma）郡高等学校区で採用されているもので，最高税率はロス（Ross））小学校区の区
画当たり495ドルとなっており，約40倍の差がみられる。個々の学校区によりこれだけの税率の差
がみられるが，区画税を課している学校区に通う児童生徒一人当たりの区画税の税収平均額は小学
校区で508ドル，高等学校区で768ドル，統一学校区で398ドルとなっている30。米国の場合，個々
の地域の違いが顕著であるため安易に平均値でみることは慎まなければならないが，平均値で概観
しても，区画税の課税の有無により，セラノ判決で規制された教育財政上の財源格差が生じている
ことが知られる。ブルーナーによると，区画税の採用は比較的高資産，高所得の階層が居住する地
域で認められており，これは学校財政改革の流れの中で公立学校の支出がセラノ判決等で制限され
たものの，より質の高い公立学校教育を求める人々の需要に裏打ちされているとされる31。この事
態をみる限りでも，公平を追求しても，なかなかその実現が難しい米国社会の現状を知ることがで
きるのである。
LAUSDはロサンゼルス圏の大部分を網羅しており，かなり広範な地域32からなっている。そのた
め，その中にはカリフォルニア大学ロサンゼルス校（UCLA）のお膝元にあたり，比較的高所得者
層が集まり児童生徒の成績も高いとされるウエストウッド（Westwood）地区やその他の高級住宅
地を含む地域がある。その一方で，その真逆の地域も多々存在している。このように区域内で貧富
の差がかなり大きいものの全体とすると，所得水準はそれほど高くなく，児童生徒の成績もそれほ
ど高くないという結果が出ている。そのようなLAUSDでも，州財政の悪化による度重なる教育費
の削減から，措置E（measure	E：LAUSD区画税）採用の是非を問う住民投票が2010年６月８日に
実施された。投票結果は，投票数のみの比較では賛否が拮抗し，承認52.95%（161,465票）に対し
て，否認47.05%（143,463票）であった。しかし，特別税である区画税の採用には，有権者の３分
の２以上の同意が必要なため，最終的には否決された。是認する者の見解には，①区画税は区画当
たり年間400ドルの課税で１か月当たり8.33ドル程度の負担に過ぎず，それによりLAUSD教職員の
一時解雇（lay-off）の回避や芸術教育等の存続により教育の質の確保される，また，②一学級当た
29	区画税導入初期の1983～1999年で，130学校区で249の区画税投票がなされたとされる。同一学校区で
複数回の区画税投票が実施されている場合もある。なお結果をみると，249投票中122で３分の２以上の
多数により可決しており，それは投票の49%を占めている。また，否決された127のうち，76%は過半数
の支持を得ているとされている。そして，この支持は，1983～1992年の投票の36%から，1993～1999年
の66%と，次第に拡大しているとされている。Brunner	[3]	の４頁を参照。
30	Brunner	[3]	の24頁を参照。
31	Brunner	[3]の７頁を参照。それによると，区画税を採用している十中八九の地域は，サンフランシス
コ・ベイエリアの新興開発地域で，資産や所得が高い階層が居住しているという。
32	LAUSDはロサンゼルス市と区域を同じにするものでもなく，より広域のロサンゼルス郡と区域を必ず
しも同じにするわけでもない。例えば，ロサンゼルス郡内のビバリーヒルズ市（Beverly	Hills）は別の学
校区を形成するなどしている。本稿にLAUSDの地図を掲げてあるので参照されたい。
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りの定員増による教育の質の低下を回避できるといったものがあった。これに対して，区画税採用
を否認する者の見解には，①定額負担のため富裕層と貧困層の格差拡大につながる，②他の税の増
収策についての精査がなされていない，そして③崩壊寸前といってもよい現行のLAUSDの行財政
システムの徹底的精査と説明責任が十分に果たされていない，また④区画税増収分をLAUSDの行
政執行者の給与維持に充当してしまい，真に児童生徒の教育に使うかの確約が取れていないといっ
たものがあった。わが国では，米国の制度というと公平が達成された望ましい制度が多いとみてし
まう傾向があるが，これら否認論をみても，米国における制度が必ずしもよいものであるとはいい
切れず，日本人には表面的にも知りえない米国の歴史文化に根ざしたさまざまな問題の火種をその
制度内に抱えていることがわかる。米国の制度をわが国に適用する場合には十分に吟味する必要が
あることを示唆しているといえよう。これらに加えて，⑤区画税増税によるこれ以上の住民負担を
忌避する見解もみられた。LAUSDでは既に州財政が悪化の一途を辿り教育財政にかなりのしわ寄
せが及んできた2008年11月４日に措置Q（measure	Q）の住民投票が実施されて，５つの学校債発
行が認められた。これはカリフォルニア州では史上最大の学校債とされている。措置Qにより
LAUSDの在籍者が減少しつつある中で学校建設が行われており，これ以上の負担は熟慮を要する
としたのである。LAUSD区画税否決という結果を受けて，LAUSD財政はよりいっそう厳しさを増
やしたといってよい。LAUSDも含めて，カリフォルニア州の教育財政の今後の動向に注視する必
要がある。
おわりに―教育水準の確保と教育財政のあり方―
カリフォルニア州では2009-10年度時点ではそこまでいかなかったが，米国の他州では予算不足
による経費節減のために，金曜日を休校とするところさえあった33。けれどもカリフォルニア州も
もはやその門前に立ったといってよい。LAUSDでは区画税の導入に失敗したが，区画税の採用の
有無に関わらず州財政における教育費削減が続く中で，2010-11年度開始と共にカリフォルニア州
の学校で実施されたのは，９月の新年度開始日を従前より１週間程度遅らせるという措置である。
これにより歳出の抑制を図ったのである。この措置をとるに至るまで，教育の質の確保を最も重視
してさまざまな措置がとられた。学級規模維持を図るために，教職員給与の10%削減により400百
万ドル，2009-10年度には教職員の５日の無給休暇により75百万ドル，2010-11年度は７日無給休暇
実施により105百万ドル等と，何とか資金を捻出してきた。こうして教育の質の低下を回避してき
たのである。けれども教育の質の低下につながり，最も回避しなければならない児童生徒の学習時
間を侵食する事態を招来してしまったのである。
また，これまで，非正規教職員の解雇に始まり，続いて正規の教職員についても	”last	hired,	
33	ハワイ州では2009年10月末から2010年６月まで，公立学校の授業日を週４日とする極めて異例の措置
がとられた。
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first	fired（最後に雇われた者が最初に解雇される）”	の原則により有能な教職員の一時解雇等がな
されてきた。能力主義が支配的であると多くの日本人が考えている米国の実態は，必ずしも能力主
義によらず，このような既得権益重視の側面も多々みられるのである。質の良い教職員の確保は教
育の重要要素の一つであり，教職員を欠いては教育を実現できない。費用便益分析により計測する
までもなく，教職員数の削減により，教育の質の低下がもたらされることは火を見るよりも明らか
である。そうであるからこそ，教育の質の確保のために教職員の定数確保と学級規模の拡大抑止が
現地では盛んに議論されていた。けれども，ない袖は振れないというのが実態なのである。そのた
め，教育の質の低下をもたらすとされる領域にまでいよいよ足を踏み込まざるを得なくなっている。
比較的画一的な教育が全国で実施されているわが国とは事態を大きく異にするといってよい。わが
国の場合，このような最悪の事態に足を踏み入れる前に，中央政府が何らかの措置を全国的にとる
と多くの日本国民が期待し，おそらくそのようにすると考えられる。分権推進のトーンに違いがあ
るもののわが国で地方分権が声高に叫ばれて久しいが，教育，とりわけ初等教育を過度に分権化す
ることへの警鐘をアメリカの教育財政制度が鳴らしてくれているのかもしれない。米国でも国民か
らかなりの期待を寄せられて2009年に就任したオバマ大統領が，全米でのこのような事態を憂慮
して教育に対する補助をしはしたが，前述のように，米国では伝統的に国家による統一的統制を嫌
うこともあり，その効果は焼け石に水状態の域を出ていないといえる。
一定の教育水準を確保し，次世代を育成することは国家の発展ひいては世界の発展の基盤といえ
る。本稿では今世紀初めのカリフォルニア州財政の危機を中心にして，それをめぐる教育財政の問
題を考察してきたが，カリフォルニア州では，ハーシュ教授が指摘されたように，景気循環効果に
提案13号および提案98号効果が加わり，教育財政に極めて大きな影響を及ぼしていることがわかる。
提案13号が出された当時の事情では租税制度上は，財産税の減税自体にそれなりの意義があった
といえようが，教育財政にあってはその自主財源を失うこととなり州財政に依拠する割合が増加す
ることとなった。1998年の提案98号により教育財源の確保への足場がやや固められたものの今次
のような州財政悪化の事態にあっては，教育財政がその影響をまともに受ける財政構造には変わり
がない構造になってしまったのである。そして現在，教育関係の経費歳出削減には限界が来ている。
また1980年代から教育財源確保のために苦肉の策として地域的に，部分的に導入されてきている
区画税は，地域間の公平な教育財源配分をなし崩しにしてしまう要素を孕んでいる。アメリカはテ
ィブーの「足による投票（voting	with	the	feet）」の母国ともいえるが，「足による投票」を押し通
して，パレート最適な，効率的な資源配分が達成できたとしても，特に教育の場合，二次に亘るセ
ラノ判決で問題とされた不公平な教育の機会が残るのみとなってしまい，この国の社会問題は拡大
してしまう。各国それぞれの歴史文化に根ざした伝統がありそれを維持していくことも大切である
一方で，現在に生きる人々の将来にわたる望ましい生活の維持のために伝統に改良を加えねばなら
ないこともある。その均衡をいかにつけるかがその時代を生きる人間の課題といえよう。わが国の
ような横並び意識の少ない米国で，教育にあっては伝統的な運営主体ともいえる学校区に基盤を置
き，しかもある程度全体としての公平を保ちながら，その財源を確保することは至難の業であるこ
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とが知られる。しかし，一定程度の教育水準を確保するためには，努力できる地域は区画税等の租
税を活用することも一つであるし，難しい地域は社会保障的視点を取り入れて，伝統に拘泥するこ
となく，連邦政府の助成を受け入れることも必要なのかもしれない。これを受け入れるか，受け入
れないかも，その結果，超大国アメリカ合衆国を支えていくために期待される教育水準を達成でき
るか否かも，古典的地方自治の伝統が根づいているとされる米国の地域住民が考えることになろう。
新しい世紀を迎えて十年，州財政の影響をもろに受けるカリフォルニア州はじめ，米国の教育財政
を根本的に検討し直す時期に来ているといえよう。最終的には，その地に生きる人々が決定すべき
ことであるが，できる限り，次代を支える子供達に，安定的に望ましい水準の教育を受けさせる機
会を与えることが期待されるのである。
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追記
本稿は，社会学研究の権威である宮島喬教授の退職記念号に掲載されている。宮島教授とは研究分野を
必ずしも同じくしていないが，教授の元来勤務されていたお茶の水女子大学，そして教授の弟君であられ
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任されて以来，たいへん懇意にしていただいた。有難い限りである。また，米国人に「crazyな勤務」とい
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長年の研究成果と大学教育へのご尽力に敬意を表すると共に，更なるご発展をお祈りしたい。
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地図　ロサンゼルス統一学校区（LAUSD）全図
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